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第 5 2 回  統 計 委 員 会  議 事 録  

 

１ 日 時：平成 23 年 12 月 16 日（金）12:59～15:19 

２ 場 所：中央合同庁舎第４号館 12 階共用 1208 特別会議室 

３ 出席者： 

【委 員】 

樋口委員長、深尾委員長代理縣委員、安部委員、川本委員、北村委員、西郷委員、

白波瀬委員、竹原委員、椿委員、津谷委員、中村委員、廣松委員 

【統計委員会運営規則第３条による出席者】 

《国または地方公共団体の統計主管部課の長》 

内閣府経済社会総合研究所長、内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官、総務

省統計局長、総務省統計局統計調査部長、文部科学省生涯学習政策局調査企画課

長補佐、厚生労働省大臣官房統計情報部長、農林水産省大臣官房統計部統計企画

管理官、経済産業省大臣官房調査統計審議官、国土交通省総合政策局情報政策本

部情報政策課長、日本銀行調査統計局審議役、東京都総務局統計部長 

【事務局等】 

西川内閣府大臣官房総括審議官、乾内閣府大臣官房統計委員 

会担当室長、杉山内閣府大臣官房統計委員会担当室参事官、伊藤総務省政策統括

官（統計基準担当）、千野総務省政策統括官付統計企画管理官 

４ 議  事 次 第 

（１）専門委員の発令等について 

（２）諮問第 42 号「科学技術研究調査の変更及び科学技術研究調査の指定の変更

（名称の変更）について」 

（３）部会の審議状況について（報告） 

（４）その他 

５ 議 事 

○樋口委員長 それでは、定刻になりましたので、ただいまから第 52 回「統計委員会」を

開催させていただきます。 

議事に入る前に、本日用意されている資料について、説明をお願いいたします。 

○内閣府統計委員会担当室長 まず議事の（１）ですけれども、本日諮問される予定の統

計調査の審議に協力いただく専門委員の任命等につきまして資料１と資料２で御説明を行

います。 

次に、議事の（２）の科学技術研究調査の変更及び科学技術研究調査の指定の変更につ

いての諮問については資料３により御説明いただきます。 

その後、議事の（３）で、労働力調査と就業構造基本調査の変更について資料４、小売
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物価統計調査と全国物価統計調査の変更について資料５で、それぞれ部会の審議状況につ

いて御報告いただく予定でございます。 

また、部会の状況についても詳しい資料をこのドッジファイルに用意してありますので、

こちらも御覧いただけたらと思います。 

以上です。 

○樋口委員長 それでは、議事に入ります。統計委員会専門委員の発令等につきまして、

まず資料１に基づきましてお諮りしたいと思います。 

議事の（２）に諮問されております、科学技術研究調査の変更及び科学技術研究調査の

指定の変更についての審議に参加していただくために、家泰弘専門委員、長岡貞男専門委

員、鷲谷いづみ専門委員を本日 12 月 16 日付で任命したいと考えております。また、部会

に所属する専門委員につきましては、資料２のとおりとしたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

２つ目の議題、諮問案件の審議に移ります。まず諮問第 42 号「科学技術研究調査の変

更及び科学技術研究調査の指定の変更（名称の変更）について」につきまして、総務省か

ら説明のほどをよろしくお願いします。 

なお、委員の皆様の御要望、前回委員会終了後、皆さんと御意見を交わしましたが、今

回からこの希望に添いまして、諮問する案件の説明の際に、直近の答申における今後の課

題への対応状況及び基本計画で指摘された事項への対応状況、調査状況・事項等が関連す

るほかの統計の現状など諮問案件に関連する動向についても御説明いただき、審議の対象

としていきたいと考えております。委員会を活性化するというような趣旨で、表面的な問

題だけではなく、過去との連続性も考えながら深い審議を行っていきたいというような趣

旨でそのようにさせていただきたいと考えております。 

また、必要に応じまして統計作成・調査実施府省からも補足的な説明をいただくという

ことで、より詳細な説明を求めるということにしたいと考えておりますので、併せて審議

時間につきましても十分確保することとしたいと思いますので、御承知おきのほど、よろ

しくお願いいたします。 

それでは、資料３に基づきまして資料の説明のほどをよろしくお願いします。 

○中川統計審査官 それでは、政策統括官室の方から諮問の趣旨と前回の統計審議会の対

応、他調査との関係等について説明いたしまして、実際の調査の変更については調査実施

者の方から説明をしてもらいます。 

まず資料３ですが、１枚おめくりいただいて「諮問の概要」のところをお開けいただき

たいと思います。 

今回の科学技術研究調査ですが、この調査は研究費と研究者を主な調査項目としていま

す。研究費というのは、例えば基礎・応用・開発研究とか目的別の研究費、例えばライフ

サイエンスとか情報通信、環境といった分野の研究費を調査しています。それから、研究

者については専門別の内訳、例えば数学とか情報科学とか化学とか地学、こういった分野
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の研究者の数を調査しています。対象は、企業、非営利団体・公的機関、大学等を対象に

しています。 

この調査ですが、昭和 28 年には研究機関基本統計調査という名称で行われていまして、

これは毎年の調査ですが、昭和 35 年から科学技術研究調査という名称に変更しました。 

なお書きの下ですが、調査結果については、科学技術基本計画で掲げられた具体的な数

値目標、これは研究開発投資額を GDP 比の４％以上という目標設定がありまして、この目

標達成状況については科学技術研究調査で把握できるようになっています。直近の話をし

ますと、平成 23 年 12 月 14 日に一番新しいものが公表されまして、総額は 17 兆 1,100 億

円で、GDP 比では 3.57％ということで、４％にはまだ達していません。ちなみに、平成 21

年は 3.6％でした。それから、その前の平成 20 年は 3.8％で、平成 20 年までは徐々に上が

っていましたが、平成 21 年、平成 22 年は下がっているという状況です。それから、国民

経済計算における国民総生産の推計にも利用しています。また、研究費、研究者数につい

ては OECD へデータ提供して報告しております。 

今回の諮問の趣旨ですが、２パラ目ですけれども、第４期科学技術基本計画、科学技術

基本計画といいますのは、科学技術基本法第９条第１項に基づいて策定されているもので

す。これで第４期科学技術基本計画が策定されました。ここに書いてありますように、平

成 23 年８月 19 日に閣議決定されました。その中で「震災からの復興、再生の実現」、そ

れから、後でまた説明があると思いますが、「グリーンイノベーションの推進」、「ライ

フイノベーションの推進」という３つの主要な柱が立てられました。この科学技術研究調

査は、この科学技術基本計画との関係で整理をしていますので、基本的にはこの閣議決定

で主要な項目を入れ込んで整理するということで、今回諮問することになりました。 

具体的な概要についてはまた説明がありますが、資料３の参考資料を御覧になっていた

だければと思いますけれども、参考１として、平成 13 年 12 月 14 日に出された前回の統計

審議会の答申が掲げてあります。 

これの４ページを御覧いただければと思います。このときに「２ 今後の検討課題」と

して４点挙げられています。 

１つは標本設計の改良で、２行目辺りですが「研究実績のある企業の割合等の情報が得

られることから」ということで、研究実績の情報を入れて標本設計をしろということです

けれども、後で説明があると思いますが、研究実績のある、なしというのは標本設計にお

いて対応されています。 

それから、なお書きの下のところですけれども「層化基準として資本金だけではなく従

業者数も利用すること」と書いてありますが、従業者数と研究実績というものは相関があ

るということで、今回標本設計で新たに従業者数も層として入れるという措置を取ってい

ます。 

もう一つ、その下の「親会社及び子会社の有無に関する情報を活用すること等」という

ふうに書いてありますが、今回の 10 億円以上の企業というのは全数を調査しています。そ
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れから、研究実績のある１億円から10億円未満のものも全数を調査しています。ですから、

１億円未満のものについて、親会社・子会社の情報を取り入れて抽出する必要があるとい

うことですが、研究費総額に占める１億円未満の経費というものは 2.9％にすぎないとい

うことで、精度という意味ではこういった層別をしても費用対効果の面で余り意味がない

のではないかということで、措置は取られていないということです。 

２番目の「研究者の専門別内訳」ということですが、科学技術に関するマニュアルを O

ECD が作成しています。これはフラスカチ・マニュアルというものですけれども、これに

対する対応で今回、後で説明がありますが、情報工学と心理学を入れるという対応を取っ

ています。 

３番目のより新しいフルタイム換算値の算出ということですが、当時は平成４年に実施

した「フルタイム換算に関する研究調査」の調査結果に基づく係数により算出された値が

用いられていたということです。要するに古かったわけですが、これについては平成 21

年の９月14日に大学等におけるフルタイム換算データに関する調査を文部科学省が実施し

ましたので、このフルタイム換算値を使って調査をするということです。 

ちなみに、フルタイム換算ということですが、大学の研究者といいますのは研究活動ば

かりをやっているわけではなくて、教育活動もやっています。それから、教育に関連した

社会的貢献活動もやっています。ですから、総従事時間に対する研究活動の割合を出して

います。それがフルタイム換算値です。これは新しいものを使うということです。 

それから、インターネット等を利用した調査の導入ですが、これについては平成 20 年

調査から政府統計共同利用システムのオンラインシステムに移行しているということです。 

前回の統計審議会の対応は以上です。 

それから、参考２を御覧になっていただければと思いますが、これにつきましては科学

技術研究調査に関連する統計がどういうものがあるかということで、一般統計調査が２本

あります。文部科学省の調査です。 

１つは民間企業の研究活動に関する調査で、これにつきましては科学技術研究調査の対

象となっている企業を対象に調査をしています。調査内容につきましては、ここに書いて

ありますように、研究開発者の採用状況を主に調査しています。それから、主力製品・サ

ービスの特徴、市場の特徴ということで、科学技術研究調査との重複はありません。 

２つ目の全国イノベーション調査ですが、これは不定期調査となっていますけれども、

第１回目は平成 15 年、第２回目が平成 21 年に実施されました。これについては、ここに

書いてありますように、プロダクト・イノベーション、一応、注では書きましたが、新製

品あるいは新サービスの市場への投入状況、こういったものの調査をしています。 

基本的に重複はないのですが、※印のところにありますけれども、調査項目に関しては、

売上高という意味では科学技術研究調査と重複しています。それから、研究開発従業者数、

これは総数を捉えています。科学技術研究調査では内訳を取っています。研究者とか研究

補助者、技能者、博士号も取っていますが、こういった内訳を科学技術研究調査では把握
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しています。 

もう一つ、研究開発費、これは総額をイノベーション調査ではとらえています。科学技

術研究調査では研究開発費の中の人件費とか原材料費とか有形固定資産購入費、リース料

という内訳を取っているということで、基本的な合理的な範囲ということで重複はないと

いう判断をしています。 

それから、参考３を御覧になっていただければと思いますが、日本学術会議からの提言

を抜粋したものです。 

ここに一応、アンダーラインを引きましたけれども、フラスカチ・マニュアル、要する

に OECD が作成した科学技術に関する国際的な標準マニュアルですが、フラスカチ・マニュ

アルに準拠した科学技術研究調査をより的確なものにするための不断の検討を行ってほし

い。それから、研究の性格別分野における「応用研究」の説明の表現、これについては今

回改正をする予定であるということです。それから「コンピューター・サイエンス」など

新興分野の適正な位置づけなどの改善。これも今回調査項目として入れるという予定にな

っています。それから、調査項目の頻繁な変更は長期にわたるデータの比較を損なうこと

にも留意しなければならない。 

２番目ですが、学術データ収集や各種調査に際して研究現場への負担をできるだけ少な

くする工夫が望まれるということが書いてありますが、一応、今回の調査に当たりまして、

大手の建設会社とか独立行政法人とかに実地調査に行きました。その結果、報告する人は

人事担当とか会計の部門でして、その限りでは研究者の方にはほとんど迷惑はかかってい

ないというような状況でした。 

それから、参考４につきましては「統計法令に基づく統計調査の承認状況」ですので、

参考にしていただければと思います。 

私の方からは以上です。 

○樋口委員長 担当府省からは何かありますか。 

○説明者 それでは、ただいま審査官の方から御説明をいただきましたものにつきまして、

実施省庁として別添の方でもう少し詳しく補足させていただきたいと思います。 

別添ということで資料が付いておりまして、最初に「４ 報告を求める者」というとこ

ろの選定方法の変更ということで書かせていただいているものでございます。「申請事項

記載書」の最初のページでございます。これは先ほど御説明いただきました平成 13 年の答

申に基づきまして、標本の抽出方法を一部変更しようというものでございます。基本的に

こちらに書かせていただいてございますように、まずは前年度の研究実施の有無を加味し

た上で、資本金の階級を設けまして、企業を抽出するという構造になっているところでご

ざいます。 

それで、資本金が 10 億円以上の企業につきまして、また前年度に研究を実施している

ことがわかった企業で１億円以上 10 億円未満という企業につきましては、あとは連関表で

「産業」に分類されている法人、独法であってもそういう「産業」に分類されている法人
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も若干ありますが、そういう法人につきましては全数を調査の対象とするということでご

ざいます。この辺は平成 13 年の答申を踏まえた上できっちり対応しているという部分かと

思います。 

それ以外につきまして、１億円以下の部分でございますが、調査対象から悉皆の企業数

を除いたものを総数といたしまして、層別にネイマン配分を行いまして標本をこれまで配

分してきているところでございますけれども、平成 13 年答申で従業者規模、従業者の観点

も加味するということを御指摘いただいたことも踏まえまして、従業者規模に応じまして

系統抽出をするという扱いにさせていただけたらと考えているところでございます。 

１点目は以上でございます。 

２点目以降は調査票の変更を伴いますので、Ａ３判で付いている調査票の新旧対照表を

御覧になっていただきながら御説明させていただけたらと思います。 

まず 15 ページで、先ほど審査官から御説明がございました専門別区分の追加というと

ころでございます。これにつきましては、フラスカチ・マニュアルという OECD のいわゆる

努力義務を定めた基準がございまして、各国ともそれぞれ様々な、自国の事情に応じなが

ら準拠を図っているものでございます。 

こうしたものに関しまして、先ほど学術会議の御提言の話がございましたが、これは学

術会議の方でも学術統計の在り方について御検討を昨年来やっておられまして、今年７月

に答申をお出しになったというものがございます。学術会議の答申の中で、この学術統計

の整備と活用に向けてということで、インプットからアウトプットまで非常に幅の広い御

提言ですけれども、その中で私どもの統計につきましても、いわゆるフラスカチ・マニュ

アルについては各国に比べても非常に忠実にこれまでそれに準拠してきているという御指

摘もありまして、また、調査の精度も高いと先生方から評価をいただいているところであ

ります。 

しかしながら、学術会議といたしまして、先ほど審査官からお話がございましたように、

この専門区分については検討するように、それから、後で御説明いたしますが、応用研究

の定義の説明文の書き方につきましては、フラスカチ・マニュアルに若干そぐわない部分

があるという御指摘をいただいた経緯がございます。この部分につきましては、そうした

平成 13 年の答申のほか、学術会議からもそうした御指摘をいただいているということもあ

りまして、今回、こちらの新旧対照表のような形で直させていただければということで案

をお示ししているものでございます。 

２つございますが、１つが情報科学というものを追加してはどうだろうかと考えており

ます。フラスカチ・マニュアルの中ではコンピュータ科学という言い方をしているところ

ではございますけれども、中では数学的要素とソフトウェア開発を含む。それで、ハード

ウェアの開発は除くというふうにされているところでございまして、日本語ではコンピュ

ータ科学といいますとハードウェアも含むように誤解をされる可能性もございますので、

名称は情報科学で、置き場をどうするかということでございますが、ハードが入らないと
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いうことで、理学の方に置かせていただけたらというふうに考えているところでございま

す。 

また、この調査は自然科学のみならず人文科学も包含している調査でございまして、フ

ラスカチ・マニュアルでも同様に人文科学の記述もございまして、それと照合いたしまし

て、心理学というものもここで追加していってはどうだろうかというふうに考えていると

ころでございます。 

心理学については、基本的にその置き場をどうするかということが問題になろうかと思

いますが、次に１枚おめくりいただきまして、心理学が国立大学でどこら辺に、どういう

学科に置かれているのか。要は人文科学なのか、社会科学なのか、あるいは教育というカ

テゴリーに置かれているのかというものを調べてみますと、実はフラスカチ・マニュアル

では社会科学に分類することをいわゆる標準という形で示しておられるのですが、我が国

ですと実は社会科学に置かれているものは少なくて、むしろ教育関係とか、そうしたとこ

ろにこうした心理学関係の学科が置かれているという実態も非常にたくさんございました。

そうしたことを踏まえまして、心理学についてはその他の部門というところで、記入者が

迷わないように置いていきたいというふうに考えているところでございます。 

１番目の研究者の専門区分の追加は以上でございます。 

それから、16 ページの「『特定目的別研究費』の分野の追加」でございます。こちらは

第４期科学技術基本計画、震災の関係で閣議決定が遅れておられましたが、今年の夏に閣

議決定されたものでございます。 

今回、これまでの第３期計画まではこちらで変更前と書いているところ、16 ページの下

の欄でございますが、ライフサイエンスとか情報通信とか環境とか、そういう形でいわゆ

る重点項目が掲げられていたところでございますけれども、今回第４期計画からそうした

ものが一掃されまして、こちらの変更案に書かれていますように「震災からの復興、再生

の実現」「グリーンイノベーションの推進」「ライフイノベーションの推進」という３項

目を、いわゆる研究開発分野の重点事項ということで掲げられたところでございます。こ

れまで国が科学技術基本計画に基づきまして推進いたしますこうした分野につきまして、

この調査の中で研究費を把握してきたところでございまして、今般新たに掲げられた目標

につきましてもここで把握していく必要があるということで調査の対象に追加してまいり

たいと考えているところでございます。 

このとき問題になりますのは、これまで第３期まで取ってきた事項をどうするのかとい

うこともございます。１つは、この第３期まで取ってきた事項で再編整理する形で新たに

設ける「震災からの復興、再生の実現」「グリーンイノベーションの推進」「ライフイノ

ベーションの推進」を統計的に作成することができればいいのですが、それぞれ従来の分

野の一部ずつが包含されて、なおかつ、それで全てを尽くしているわけではないという関

係もございまして、そういう形での整理は困難である。それでは、今まで取ってきた８項

目をここで削除してしまうかということにつきましても、こうした科学技術基本計画に掲
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げられなくなったとはいいましても、それぞれの科学分野におきます極めて重要な研究事

項でございまして、これらの時系列比較という観点から、削除するのは適当ではないので

はないか。 

また、こうした研究をお使いいただいている関係省庁の御意見をお伺いいたしましても、

これは続けていただきたいという御要請をいただいておるということでございますので、

今回、従来の８項目取っていた特定目的別研究費に新たに第４期計画で掲げられた３つの

重点事項を合わせる、追加するという形で、若干、客体から見ると重複にはなるのですが、

それぞれお書きになっていただくという形にさせていただこうかと考えているところでご

ざいます。 

ちなみに、この第４期科学技術基本計画は今年の夏に閣議決定されたものでございます

が、既に平成 23 年度から予算的に実施されているものでありまして、これを押さえていく

ためには、この平成 23 年度の研究費を調査する調査、要するに来年の科学技術研究調査か

らこの項目を取っていかないと数字が取れないという事情がございまして、この部分につ

きまして、非常にスケジュールがタイトなのですが、是非入れさせていただけたらという

ことで考えているところでございます。 

併せまして、また部会の方で御審議いただくことになろうかと思いますが、若干調査票

のスペースがなくなったので、記入の説明文につきましては記入上の注意の中に落とさせ

ていただいて整理させていただいているところでございます。 

ちょっと飛びまして、20 ページになるのですけれども、「『応用研究』の説明文の記述

の変更」ということで、こちらの変更前と変更案の①のところを御覧になっていただきた

いのですが、基礎研究、応用研究、開発研究ということでフラスカチ・マニュアルにのっ

とりまして、研究の性格別にその額を聞いているところでございます。これまでずっと、

平成13年度の計画を見直したときからこの形でやってきているところでございますけれど

も、日本学術会議の方で国際基準との整合性という観点で御検討されたときに、応用研究

の書き方がフラスカチ・マニュアルの書き方と全く違っているわけではないのですが、た

だ若干、誤解を与える部分があるのではないかという御指摘をいただいたところでござい

ます。 

線を引いているところでございますが、変更前ですと「② 応用研究」の中に「基礎研

究によって発見された知識を利用して」という前文が入っております。これは実はフラス

カチ・マニュアルにはこれに該当するような文章はなかったところでございまして、平成

13 年にこの調査を変更の審議の際に最終的に、当時の審議の記録には明確には残っていな

いのですが、恐らく調査客体に対して、ある程度わかりやすく文章としてお示しするとい

う趣旨ではなかったのかなと現時点で推測はしているのですが、若干記述の違うところが

ございました。これ自身でそもそも、この調査がそれほど大きくフラスカチ・マニュアル

と逸脱しているかといいますと、そうではないのではないかとは思っていたのでございま

すが、今般御指摘もいただいたこともありまして、この部分を削除して、左の「② 応用
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研究」の四角囲みで書いているような書き方にさせていただければと考えているところで

ございます。 

説明は以上でございます。 

○樋口委員長 詳細な説明をお願いしまして、直前にお願いしたのでいろいろ大変だった

と思いますが、どうもありがとうございました。 

今後の本委員会の活性化、調査審議の精緻化というものを考えましても、今後、やはり

直近の答申において課題として掲げられているものが実現しているのかどうかというよう

なこととか、あるいは基本計画で指摘されています事項へ十分対応ができているのかどう

か、また、過去の調査との連続性において、一方において今度は国際比較とかという視点、

あるいは利用者からのニーズの視点で変更していくというようなところもあると思います

ので、両者のバランスを取りながら審議していくということで先ほどのような説明をお願

いした次第であります。どうもありがとうございました。 

それでは、本件はサービス統計・企業統計部会に付議しまして、同部会で慎重に審議し

ていただくというふうに考えておりますが、本委員会も各部会に任せきりということでは

なく、ここで深く議論していくというようなことにしたいと考えておりますので、皆様か

ら御意見、御質問を受けたいと考えております。どなたからでも結構ですので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

安部委員、どうぞ。 

○安部委員 １つは質問で、１つは今回反映するというのは不可能かとは思うのですけれ

ども、もうちょっと全体的なこととして、こういった統計に関する考えということで述べ

させていただきます。 

１つは、今回加わったところについて、震災からの復興とかと、従来の８分野が重複す

る場合、つまり、例えばライフサイエンス分野というようなものとライフイノベーション

というものは、先ほども客体から、答える側から見たら重複するのではないかということ

でしたけれども、この重複はどういうふうに処理するという前提での御提案なのかという

のをもう一回はっきり御説明いただきたいというのが１つです。 

２点目は、調査票を拝見いたしましたら、これは研究者の年齢構成のようなものを調査

するというのは全くないように思います。研究の世界では、若手支援とか、あるいはここ

には女性についての言及もありますが、こういうことを考える際に年齢は非常に重要な情

報でありまして、特に研究者として研究機関に入るところで若手がどうしているかという

ようなことは政策的にも大変重要だと思うのですけれども、そういうニーズに応える統計

があるのかどうかというようなことや、あるいはこの調査でそういうことを調査するとい

うような可能性はないのかというようなことを感じました。 

以上です。 

○樋口委員長 関連している調査についても先ほど御説明をいただいているのですが、そ

れぞれの調査の特性を本委員会でもはっきりさせていこうということで、類似したものに
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ついて重複しているところについては先ほど御説明いただいたのですけれども、今のよう

な問題で、ほかでやっているのかどうかということについて、今すぐわからなければ部会

の方で御審議いただくということになるかと思いますが、まず第１点についてはいかがで

しょうか。 

○説明者＜統計局＞ 重複の考え方ですが、まず取らなければいけないものというのは、

今回、科学技術基本計画に掲げられた３項目の、官民合わせての研究費が幾らか。この官

民合わせての研究費を把握できるのはこの調査だけなので、これがないと政府としても評

価ができない。それで、従来からの重複ですが、そこは事実上、どこが重複しているかと

いうのは排除が不可能だと考えております。したがいまして、この項目におきまして掲げ

られた、例えばライフイノベーションで掲げられたものと、それから、従来ですとライフ

サイエンスでしたか、そちらで掲げられたものはかなりの部分重複するかと思いますが、

ただ、例えばライフイノベーションのところには介護とかそういう観念が導入されていま

して、介護関係の研究開発も含まれてくることになろうかと思います。 

そういうところで若干違いが出てくるのですが、この調査の中でそれぞれ重複を排除す

るというのは事実上不可能なところだと思いますので、それぞれの研究費がこういう観点

から見ると幾らであるということを時系列的に比較できるような形で出していけたらとい

うふうに考えております。 

○樋口委員長 総務省、何かありますか。 

○中川統計審査官 １つは研究者の年齢別の話ですが、一応、先ほどからありましたフラ

スカチ・マニュアルでは年齢別構成を把握する必要があるというふうなことは述べられて

います。ただ、負担のこともあって現在は取っていないということなのです。 

○樋口委員長 それでは、その点よろしくお願いします。 

 深尾委員長代理、どうぞ。 

○深尾委員長代理 フラスカチ・マニュアルとの関係ですけれども、先ほど御報告にもあ

ったとおり、フラスカチ・マニュアルというのは国際比較のために非常にベーシックな基

準を定めていて、それに従うことで初めて厳密な国際比較が可能になるという性格を持っ

ていると思いますので、やはりどれくらい従っているかということをはっきり把握してお

くということは非常に重要だと思います。 

基本計画でも、我が国の姿を諸外国との相対的な比較のもとに確認するといった目的か

らは各種国際基準を十分に踏まえ、国際比較の可能性を向上させることが必要であるとい

うふうに書いてありますし、御承知のように、国際比較を行う上においても特に重要であ

るという統計の性格は基幹統計の３番目の要件としても考えられているわけです。 

そういう点から見ると、フラスカチ・マニュアルに準拠しているかどうかということと

同時に、国際比較の統計、例えば OECD は加盟国等に対して各国に定期的に The common OE

CD/ Eurostat core questionnaire and the Eurostat module という報告をさせていまし

て、それに基づいて国際比較統計をつくっているわけです。その国際比較統計を見る限り、
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かなり日本について空欄であったり、それから、特段の注記が付いているというものが多

い。そこのところはやはり確認して、実際の国際比較において、例えば OECD で行われてい

る国際比較において、ちゃんと日本が比較できる形になっているかどうかということを確

認する必要があると思います。 

今回のお話は、国内の総合科学技術会議とか日本学術会議等から指摘された整合性につ

いての対応が議論されましたが、もう少し幅広に原点に立ち返って、実際に国際比較がち

ゃんとなされているかどうかという視点から見ていく必要があると思います。 

そういう視点からちょっと確認してみたのですけれども、例えば研究開発の定義自体の

文言、これも直訳ならいいというものでもないのですが、そもそも違うとか、それから開

発研究という言葉自体も、例えばフラスカチ・マニュアルですと Experimental Developme

nt ですか、試験的開発になっている。それから基礎研究のところに、日本ですと「仮説や

理論を形成するため」という文言が入っていますけれども、もともとの OECD のものにはそ

ういう文言は入っていないとか、そもそもの定義のところから違いがあって、今回の１つ

応用研究のところで変えるという提起がありましたが、それだけで同じになるわけではな

いということに注意する必要があると思います。 

あと、重要な論点としては、例えば性格別の研究開発費の算出方法について、フラスカ

チ・マニュアルでは支出のうちの経常経費の部分で区分を考えるべきであるとされている

のに対して、日本の場合は資本支出も含んでいますので、そうすると資本支出が多い応用

研究とか開発研究の割合が見かけ上日本の場合は多くなってしまう、そういうバイアスが

生じる可能性もこれまでも指摘されていたかと思います。 

それから、資金源や支出先に関する基幹分類のところで、親子関係については今日の話

題にも出たと思うのですが、とらえられているのですけれども、例えば同一グループ内で

の取引については恐らく日本ではちゃんと捉えられていないのではないかと思います。こ

れもフラスカチ・マニュアルには従っていないということかと思います。 

それから、今日は分野の話が、フラスカチ・マニュアルで言いますと、科学技術分野分

類、FOS というものに当たると思われますけれども、これは 2002 年に出版された後に OEC

D で合意された 2007 年の一覧がありますが、６大分類は大体、日本は準拠していますけれ

ども、その中の分類はかなり違っています。今日、その２つを加えるという話がありまし

たが、それで済む話ではなくて、まだ全然違っているというのが現状だと思うのです。 

あと、先ほど安部委員がおっしゃった年齢とか性別の問題は、私も非常に大事な問題だ

と思いまして、これもフラスカチ・マニュアルには先ほど御指摘のように書いてあるので

すけれども、日本は従っていないということかと思います。 

以上がフラスカチ・マニュアルとの関係です。 

あと、ちょっと気になる点をもう２点ほど追加させていただきたいです。 

１つは、2008 SNA で求められている研究開発支出の資本化が、日本は遅れていて、次の

基準改定までにやるということが計画になっているわけですが、そこのところで既に研究
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開発支出の資本化について先行している、例えばオーストラリアとか米国等では、この研

究開発支出の調査を行っている部局と、SNA をつくっている部局が非常に緊密に連携して

作業を進めてきたということが OECD の NESTI の会議でも報告されています。例えばアメリ

カであれば NSF と BEA がほとんど毎月会合を開いて詰めていった。それで、必要な調査は

追加したということが行われたようです。 

恐らく日本についても、これはボールはどちらかというと内閣府の方にあるのかもしれ

ませんけれども、内閣府と総務省が協力されて研究開発支出の資本化が厳密な意味で進む

ように考慮することが必要であると思います。 

あと、先ほどの報告でフルタイム換算データのお話が出て、これは文部科学省が主にや

っているというお話も出たと思うのですが、ここのところが、そうすると結局、例えば研

究員の分類等で文部科学省と総務省のすり合わせといいますか、できるだけ協議して調整

していくことが必要であると思います。例えば具体的には、丙票の各大学等における医局

員・その他の研究員という範疇がありますけれども、文部科学省の調査によるとこれは様

々であって、例えば大学病院みたいなところで研究時間は、おなじ医局員・その他の研究

員の中でももう少し細かく属性を見ていかないと非常に違っているという結果が出ている

ようです。そういうことなら、そこは例えばこれをもっと細かく見ていく、医局員という

定義がこれでいいかどうか考える、そういった調整を是非文部科学省との間でもしていた

だければと思います。 

以上です。 

○樋口委員長 ありがとうございます。 

先日の新聞に GDP に占める科学技術費の比較が出ていたようですが、あれも非常に重要

に皆さん注目しているところで、その基本となる統計が共通になっているのかどうかとい

うのは皆さんの基本的な関心事かと思いますので、どこまでやるかというのはまた過去と

の連続性において、過去と比較できなくなっても困るということもありますので、部会で

御審議いただきたいと思いますが、よろしくお願いします。 

もう一つ、実はこの科学技術研究調査は民間開放のテーマでもあり、また平成 19 年か

ら既に民間に委託し、調査をしているということになっているかと思いますが、これは本

委員会の委員の先生方の中にも、これについて造詣の深い先生がいらっしゃると思います

ので、具体的に廣松先生、椿先生から、これについての御意見をいただきたいと思います。 

○廣松委員 今、委員長から御紹介があったとおり、この科学技術研究調査はいわゆる公

共サービス改革法が制定・実施されてから、統計局で初めて、法の対象として民間開放し

たものです。最初はたしか１年ぐらいは試験的な実施だったわけですが、それから平成 20

年からは複数年契約ということとなり、今、平成 22 年 12 月までが第１期、そして今、第

２期に入っているという状況だと思います。第１期目の民間開放に関しては既に内閣府の

公共サービス改革推進室の方からその実績評価が出ております。大変細かいところまで見

ているわけですが、全体を通して言いますと、まず事前に民間に開放・請負委託をする前
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に目標、それは質の確保ということですが、目標とすべき回収率を明示して、それを実現

するように民間の事業者に求めているわけです。 

その結果を、先ほど御紹介しました実績評価で見ますと、平成 20 年度、平成 21 年度は

目標回収率が、企業等が大体 78％、非営利団体・公的機関は 99％、大学等は 100％ですが、

大体それは達成されております。ただ、今、申し上げましたとおり、企業等についてはほ

かの組織に比べるとやはり回収率は低目になっています。それは必ずしも民間開放したか

らということではなくて、従来から企業等からの回収率はほかの組織に比べますと余り高

くないという側面はございます。 

その一つの大きな理由は、やはり企業にとって、この科学技術研究調査にある調査項目

がかなり企業機密に属する側面もございまして、なかなか協力の度合いが少ないというこ

とだと思います。そういうことも踏まえて、現状、完全に包括的な民間開放を行っている

わけではなくて、回収は郵送ですが、発送までは民間の事業者が行うのですけれども、回

収は統計局の方に返信用の封筒で返してもらって、その集計等は統計センターで行ってい

ます。この点は確かにこの調査を民間開放をするときに大変大きな論点になったところで

ございまして、言わば一種の妥協・折衷案を取った形になっています。集計まで民間に任

せるということになりますと、回収率がもっと下がるおそれがある。ですから、その点は

２期目も同じ形態で行っているわけです。やはり民間開放とはいっても、いろんな考える

べき要素があって、守るべきところは守るといいますか、公でやらざるを得ないという部

分は必ずあると思います。 

ただ、今は回収率だけを申し上げたわけですが、実は先ほど言った統計センターでの集

計で、未回答、未記入の項目がかなりありました。ですから、そこをどうやって御協力い

ただくかということももう一つ大きな、今後改善すべき点だろうと思います。それに対し

てはいろいろ紹介をしたり、あるいは協力の要請、あるいは督促という言葉を使うことも

ありますが、それらをしてはいるんですけれども、この調査の結果の重要性を御理解いた

だいて、未記入とか未回答の部分をなるべく少なくするということも、この調査を実施し

ていく上で大変重要な点だろうと思います。その点は実績評価のところでも指摘されてい

る点です。 

最後に御参考までに、こういう形で民間開放をした結果、先ほど御紹介した１期目で、

概算ですが、大体 650 万円程度の経費が削減されたということになっております。この額

が多いのか、少ないのか、ちょっと判断は難しいところですが、その意味では調査の効率

化という点ではそれなりの効果を発揮しているというふうに言えるのではないかと思いま

す。 

とりあえず、この調査の民間開放に関して私の方からの説明は以上です。 

○樋口委員長 椿先生、どうでしょうか。 

○椿委員 廣松先生がかなり詳細に説明していただいたので、私の方から特に付け加える

ことはないのですけれども、民間開放ということよりは、今、ありましたように、実はこ
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れは大学、公的研究機関の方はほとんど回収できていて、一方で民間にとっては非常に、

先ほども廣松先生からありましたように、難しい情報、重要な情報を含んでいるというこ

とで協力が得られていない。たしか、この議論の中で、これは勿論、どういう意味で、確

認の要ることで、軽々には言えないのですけれども、いわゆる外資系の方では全くこれに

関して協力する意向のないというような感覚で臨んでいるところもあるのではないかとい

うような話を聞いていたわけで、こういう部分については勿論、日本の民間の企業の方に

協力していただくことは勿論なのですけれども、日本の中で経済活動をしていただく以上

は、ある程度、もう少し強い収集ということもあってもよいのではないかというようなこ

とを当時感じたということを補足させていただければと思います。 

あと、大学関係で、先ほど学術会議の方で負担ということがあったかと思うのですけれ

ども、これもちょうど、この学術会議の委員会に特任で入っていたものなのですが、これ

はどちらかというと、いわゆる大学評価・学位授与機構とか学内におけるいろんな評価資

料の中を使えば、この統計にはうまく応えられるのではないかという形で、ある意味で大

学が日常やっている中で、ある程度、この評価にうまく変換するようなルールがあるので

はないかというような議論であったということで、これはちょっと関係ありませんけれど

も、少し補足させていただきました。 

○樋口委員長 ありがとうございます。 

研究者コミュニティ並びに、これは企業も含めた利用者のニーズを的確に把握している

というようなことも大きな課題になっているわけでありまして、そこについても是非御検

討いただきたいと思います。私も実は応えてみようと努力して、大学の立場としてやった

のですが、なかなか難しいところがあるというのも事実であると思いますが、何か実施部

局なり統括官室の方でございますか。 

○中川統計審査官 １つ、資料３のＡ３判の方を御覧になっていただければと思いますが、

全体像の説明がなかったので、左側が全体像です。要するに、調査票は、甲、乙、丙と３

つに分かれていまして、甲が企業、乙が非営利団体・公的機関、丙が大学の全数という感

じです。それで毎年５月で、郵送調査で 80％ぐらいの回収率であるということです。 

右側が変更で、課長の方から説明がありましたが、今回３つの「震災からの復興、再生

の実現」「グリーンイノベーションの推進」「ライフイノベーションの推進」とあります

が、この経費がどこに入るかという問題が１つあります。基本計画にもいろいろ例示が挙

がってありますので、その辺を踏まえながら、記入者が困らないようにきちんと整理をし

た上で記入要領とかを工夫するということがあると思います。 

それから、研究者の内訳のところは、先ほど深尾先生が言いましたが、フラスカチ・マ

ニュアルとの関係、我々の問題意識も同じですので、この２つが主な論点であると思いま

す。この２つを中心に先生方に御議論を進めていただければと思っています。 

○樋口委員長 ほかにいかがでしょうか。 

川本さん、どうぞ。 
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○川本委員 今の論点ですけれども、この３つの分野は科学技術基本計画と新成長戦略で

決定されているものではありますが、極めて新しいくくりで、概念としてはなじみがない

ものだと思うんです。語尾も実現とか推進とかということになっていて、分野よりも上位

の概念なのかなと思います。 

端的に申し上げれば、これがどのくらい継続性を持って今後語られていくのかというこ

とについては、国民的にはそんなに自信はないところだと思うのです。なので、やはり実

現とか推進という中で分野がどのくらいの領域を占めるのかとか、その辺がわからないと、

後々に継続性に問題があるのではないかということを非常に心配します。 

もう一つは、震災からの復興ということにおいては、東北地方にやっている研究は全て

これに包含できてしまうので、それでは意味がないような気がしますので、その辺もよく

考えていただければと思います。 

以上です。 

○樋口委員長 中村委員、どうぞ。 

○中村委員 深尾委員長代理もおっしゃったことなのですけれども、国民経済計算で研究

開発を資本化するということになると思われますが、その際、非常に重要になるのがフル

タイム換算でありまして、調査票を拝見いたしますと、例えば 24 ページの（４）の右のと

ころに書いてあるわけですけれども、研究を兼務する者以降はフルタイム換算を書く欄が

ありますが、主に研究に従事する者はこれはないということは、要するに 100％であると

いうことだと思うのですけれども、それが主に従事するということの定義であるとすると

どうかなという気がいたします。 

下の方に①の注がありますが、４行目の兼務する者というのは、時間が主でない者をい

う。ということは半分以下か。そうすると、主とする者は半分以上であればいいのかとい

うようなことにもなると思いますので、ここは主に研究に従事する者についても案分した

値を記入する、それは大した負担ではないと思いますので、そういうことを御検討いただ

ければと思います。 

○樋口委員長 よろしいでしょうか。たくさん御意見をいただきましたので、部会の方で。 

竹原委員、どうぞ。 

○竹原委員 内容とは直接関係ない、非常に単純な質問なのですが、諮問事項の２つ目に

名称変更とあって、先般の労働力調査のときも名称変更というお話があって、一部説明が

あって、本日は一切、そのことを説明されていない。説明しろという意味ではなしに、今

後ともこういった案件がかかるたびに名称変更というものが一つひとつ委員会にかけられ、

一つひとつの部会で議論をされるのですか。 

○樋口委員長 どうぞ。 

○中川統計審査官 すみません、実は説明し忘れたということです。これについては全く

同じように、調査と統計名が一緒に、混同しているというのは直していくということです

ので、これについては以後も同じような形で議論をしていきます。 
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○樋口委員長 これは、基本計画との関連もあるというところですね。簡単に片付くもの

であれば部会で簡単にやっていただいてということなのだろうと思います。 

○竹原委員 いえ、せめて基幹統計だけでもさっと一括して処理してしまえる、そんな単

純なものではないのですかという意味の質問です。 

○樋口委員長 どうでしょうか。これはどこに聞けばいいでしょうか。 

○総務省政策統括官付統計企画管理官 これは新統計法で、統計調査と統計の概念を分け

ましたので、それでこの諮問の段階で、初めて諮問するときには今までの基幹統計や指定

統計、そういう統計調査と統計の名前が一緒でしたので、それを別に分けていく。したが

って、現段階ではかなりの基幹統計が統計と統計調査を分けています。それで、この科学

技術研究調査の場合は前回の諮問が平成 13 年ということで、かなり前だったので、今、統

計名の変更ということで出ているということです。 

○樋口委員長 要は、最初に出てきたときには全部やるというスタンスを示されたという

ことですね。 

○総務省政策統括官付統計企画管理官 はい。 

○樋口委員長 よろしければ、サービス統計・企業統計部会で御審議いただきたいと思い

ます。また、その結果につきましては、本委員会に御報告をいただくということで、部会

長は廣松先生ですが、よろしくお願いいたします。 

次の議事であります審議状況の報告に移ります。 

今回から、報告内容を理解しやすくするために、お手元のこの青いドッジファイルに部

会配付資料を用意させていただいております。部会で配付した資料はすべて本委員会にも

上げるというような方向で考えております。適宜御参照いただけたらと思います。また、

同じドッジファイルの最後のところに「基幹統計の現状」という資料も入っております。

基幹統計に関する審議の参考にさせていただけたらと考えております。 

それでは、まず人口・社会統計部会に付議されております労働力調査、就業構造基本調

査の審議状況につきまして、津谷部会長から御報告をお願いいたします。 

○津谷委員 それでは、人口・社会統計部会の審議状況につきまして、御報告いたします。

資料４の「人口・社会統計部会の審議状況について（報告）」を御覧ください。 

労働力調査、以下、労調と略称いたします。それと、就業構造基本調査、以下、就調と

略称いたします。この変更等につきまして、11 月１日に引き続き 11 月 21 日に第２回目、

そして 12 月９日に第３回目の部会を開催いたしました。第３回目までで、予定しておりま

した論点の審議はほぼ終了いたしました。 

お手元に労調と就調の調査票（案）を御参考までに添付しております。その中で、水色

の線で囲んでおりますものが第２回目の部会で審議された事項、そして赤色の線で囲んで

おりますものが第３回目の部会で審議された事項でございます。そして、第２回目及び第

３回目、この両方で審議されました事項につきましては水色と赤色の二重線で囲んでおり

ます。ここでは、この２回分の部会の審議状況につきまして、ポイントを絞って御報告い
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たします。 

まず、11 月 21 日に開催いたしました第２回目の部会である第 31 回の「人口・社会統計

部会についてでございます。 

この第２回目の部会では、11 月１日の第１回目の部会で再度審議が必要とされた事項及

び第１回目の部会で審議されなかった論点、これは具体的に申し上げますと、東日本大震

災関連等による調査事項の変更、そして調査方向の変更に関してでございます。これにつ

いて審議を行いました。 

最初に、第１回目部会で宿題とされました事項について審議を行いました。資料の１ペ

ージのアからウの３点でございます。これは全て就調に関する事項です。 

まず、アの「C3 前職の離職理由」の選択肢の統合についてです。就調の調査票の裏面

の C3 のところを御覧ください。「労働条件が悪かったため」、そして、その中に（収入が

少なかったなど）とされております選択肢について、従前分割していた労働条件と収入に

係る選択肢を統合したいという案でございます。労働条件には職場環境など収入以外のも

のが考えられるため、統合すると選択肢の意味合いが変わってしまうというおそれがある

こと、そして、従前の調査結果によると、労働条件、収入、それぞれ一定の回答率が見込

まれることから、やはりこれは従前どおり、別々の選択肢にするということについて適当

とされました。 

次に、イの「Ｅ 育児・介護の状況」の設問についてです。就調の調査票の裏面を御覧

ください。１つ目の設問の「ふだん育児（又は家族の介護）をしていますか」の「ふだん」

と、これに続く設問の「この１年間に育児休業（又は介護休業）などの制度を利用しまし

たか」の「この１年間」との整合性についてです。「この１年間」を現在あるいは過去と

した場合、制度の利用状況を十分に把握できなくなるおそれがあることから、原案どおり

１年間という期間を設け、利用状況を聞くことについて適当とされました。 

最後に、ウの「Ａ１の３ 雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間」の

設問についてです。就調の調査票の表面の左側の中ほどのＡ１の３を御覧ください。この

設問の１回当たりの雇用契約期間の選択肢のうち「１か月以上１年以下」についてです。

ほかの先行調査の結果では６か月と 12 か月のところで回答の割合が高い、つまりヒーピン

グが見られるということを踏まえ、１か月以上６か月以下及び６か月超１年以下の２つに

分割するということについて適当とされました。 

続きまして、調査事項の変更について審議を行いました。資料の２ページの「ア 調査

事項の変更について」を御覧ください。 

まず「（ア）東日本大震災の仕事への影響について把握するための追加（就業構造基本

調査）」についてです。就調の調査票の裏面のＦを御覧ください。本事項については、そ

の調査結果が被災地の雇用を中心とした復興対策等に役立つものと考えられることから、

変更案は適当とされました。ただし、本事項は全国各地に避難した被災者の震災発生の前

後における仕事への影響について把握するという観点があり、全ての報告者を対象とした
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もの、つまり東北３県だけではなく、全報告者を対象としたものであることから、この点

をより明確にすることとされました。これについては、第３回目の部会の結果概要報告の

ところで改めて御説明いたします。 

続きまして「（イ）その他」です。ここでは第１回目の部会で審議した、公的統計の整

備に関する基本的な計画、つまり基本計画に関連するもの以外の調査事項の変更について

幅広く審議を行いました。具体的には２ページの①の教育区分、３ページに移りまして、

②の社会保険の受給状況、③の農林漁業への就業希望者、④の居住地及び年収、⑤の調査

事項の削除、そして、４ページ目の⑥の調査事項の検討についてです。いずれも審議の結

果、就業状況等のより詳細かつ的確な把握に資するもの、報告者負担の軽減に資するもの、

また、特に問題が認められないものであり、おおむね原案で適当とされましたので、次回

部会で再審議をすることとされた事項についてのみここで御報告いたします。 

３ページの中段の「③ 農林漁業への就業希望者について把握するための変更等」を御

覧ください。就調の調査票の表面のＢ３のところでございます。希望する仕事の種類に係

る設問は、就きたい仕事の職種を把握するためのものであることから、設問分の中でこの

点をよりもっと明確にすることや選択肢の順番が報告者にとって答えやすいものになって

いるかについて、次回の部会で再審議することとされました。これにつきましては、第３

回目の部会の結果概要報告のところで改めて触れたいと思います。 

ここまでが調査事項に関する審議結果です。 

次に、４ページにお進みいただきまして、中ほどの「イ 調査方法の変更について」を

御覧ください。２点ございますが、これはどちらも就調に関するものです。 

まず「（ア）インターネットを用いた回答方式の対象地域の拡大」についてです。就調

では、前回の平成 19 年調査から一部地域で導入したインターネットを用いた回答方式を、

今回の平成 24 年調査において、その対象地域を拡大することにしております。このことに

ついては、調査の円滑な実施に資するものであるため適当とされました。ただし、就調の

実査を行う立場であり、本部会に審議協力者として参加している地方公共団体から、イン

ターネット回答のあった調査票の審査方法等について懸念する意見が出されました。これ

について、調査実施者から現在対応策を検討している旨の御説明がありました。 

また「（イ）コールセンターの設置」につきましても、報告者からの照会に効果的に対

応するものであり、また、都道府県の事務負担の軽減にも寄与するものであることから適

当とされました。 

最後に「ウ その他事項」についてです。労調と就調の調査事項のうち３つのポツで整

理している調査事項については、内容が類似しているものの選択肢の並び順が両調査の間

で必ずしもそろっていないということから、その選択肢の並び順について、次回の部会で

再整理して再審議することとされました。これにつきましても、第３回目の部会の結果概

要報告のところで改めて御説明いたします。 

以上が第２回目の部会の結果概要でございます。 
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続きまして、資料の６ページからが先週 12 月９日に開催されました第３回目の部会で

ありますところの第 32 回人口・社会統計部会の結果概要です。 

第３回目の部会では、第２回目の部会で再審議が必要とされた事柄及び今までの部会で

審議できなかった論点、具体的には集計事項の変更や基幹統計の名称の変更等に関しての

審議を行いました。 

最初に、第２回目の部会で再度審議が必要とされた事項について審議を行いました。資

料の６ページのアからエの４点です。 

まず、アの東日本大震災に係る調査事項です。就調の調査票の裏面のＦを御覧ください。

本事項を通じて我が国全体として震災発生による仕事への影響というものを把握する観点

から、本事項は報告者全員が記入する事項であるということをより明確にするということ

についてでございます。これについては、調査事項の表題にある「全員が記入してくださ

い」という部分の文字を少し目立つように、スペースの許す限り拡大するという対応を行

うこととなり、適当とされました。 

次に、イの「Ｂ３ 希望する仕事の種類」についてです。就調の調査票の表面を御覧く

ださい。まず、この調査事項が職種に関する設問であることを明確にするということにつ

いてです。これには設問中で、どのような種類の仕事（職種）に就きたいですかと、職種

であるということを明示するという対応を取るということで適当とされました。また、選

択肢の順番についてですが、今回新しい選択肢として追加される「農林漁業職」の位置に

ついて、時系列的な影響を考えて、事務職の後に置くという変更を行うことで適当とされ

ました。 

次に、労調と就調との間で類似する調査事項の選択肢の順番が必ずしも整合的でないと

いう御指摘がありましたことから再審議することとされた事項についてです。資料の５ペ

ージの「ウ その他事項」に関係する労調と就調の調査事項について整理をしております。

労調に合わせるように就調の選択肢の配列を可能な限りそろえるということで対応すると

いうことで適当とされました。 

続きまして、エの「Ａ４ 非正規雇用についた理由」についてです。これは資料の６ペ

ージでございます。これにつきましては、先月の統計委員会におきまして第１回目の部会

の審議状況を御報告しました際に委員長から御指摘のあった事柄でございます。労調の特

定調査票の裏面を御覧ください。この設問の選択肢のうち「家事・育児・介護等と両立し

やすいから」を育児関連と介護関連の選択肢に分割してはどうかという御指摘について再

度審議をいたしました。これについて、他省の先行調査における類似した調査事項を調べ

ていただきましたところ、「家事・育児・介護等」とほかの活動、趣味や学習等と合わせ

た形の選択肢があったわけですが、これを使って３つまでの複数回答を求めておりました。

その回答率、これを回答した割合は 24.5％というものでありましたが、これを更に分割し

た場合、報告者の出現頻度により、月々の調査結果の数値がぶれる可能性があるのではな

いかということ。更に調査票のスペース上、現在ほとんどスペースがありません。そのよ
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うな制約などを考えまして、今回は原案どおりとすることとされました。ただし、今後本

設問における各選択肢の回答率の状況をきちんとチェックして、育児関連と介護関連の分

割については次回検討することといたしました。 

続きまして、第１回目、そして第２回目部会で審議できなかった個別論点についても審

議を行いました。 

まず、集計事項の変更についての審議を行いました。資料の７ページの中ほどの「ア 

集計事項の変更について」を御覧ください。今回、調査事項の追加や充実などが計画され

ておりますので、これに伴い新たに作成される集計票を中心に審議を行いました。その結

果、統計局の集計票の計画案に加え、非正規雇用の実態把握をより一層充実するという観

点から、短期契約の有期雇用者の契約更新の状況が把握できるよう、有期雇用者の就業期

間と従業上の地位に係る項目をクロス集計した集計票を追加することが了承されました。 

次に、基幹統計の指定の変更（名称の変更）について審議を行いました。資料の７ペー

ジの下の「イ 基幹統計の指定の変更（名称の変更）について」を御覧ください。基幹統

計の名称につきましては、新統計法・改正統計法において統計と調査の概念を区別すると

いうことが決められております。これを踏まえまして、これまでのほかの基幹統計の指定

の変更、名称の変更の際には「調査」を「統計」に変更してきております。このようなこ

とから「労働力統計」とすることが適当ではないかとの意見がありました。一方「労働力

統計」の名称は、英語になりますとLabor Force Statisticsということになるわけですが、

これはかなり包括的なイメージがあるのではないか。また、労働力調査により作成された

統計であるということなどから、「労働力調査統計」が適当ではないかという意見も出さ

れました。このため、基幹統計の名称変更につきましては、次回の部会において再度審議

を行うこととされました。 

次に、資料の８ページの「（３）労働力調査及び就業構造基本調査の前回答申における

『今後の課題』への対応状況について」でございます。労調と就調の前回答申、これはそ

れぞれ、先ほどございましたように、労調は平成 13 年、就調は平成 18 年に出されたもの

ですが、その中で今後の課題として示された事項について、その対応結果が今回の調査計

画案に十分に反映されているのではないかということで、適当とされております。 

次に「（４）他の統計との関係について」でございます。労調と就調の変更等について、

10 月に統計委員会に諮問されました際に樋口委員長から、雇用関係についてはほかの調査

との調整を図りつつ審議を行うようにという御指摘をいただきました。このことを踏まえ

まして、政府統計における「従業上の地位」の扱い、そして、非正規雇用の実態を的確に

把握するための関連統計の整備につきまして、総務省と厚生労働省から現段階における検

討状況について御説明いただきました。ちょっと長くなりますが、先ほどからの御指摘も

ございますので、お手元の書面には含まれておりませんけれども、ここで口頭で簡単に御

報告いたします。 

まず、政府統計における「従業上の地位」の扱いについてです。総務省から、基本計画
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における指摘を踏まえ、政府統計におけるこの「従業上の地位」というものの取扱いの状

況に関しまして、５つの代表的な統計調査、これは労調、就調、経済センサス、賃金構造

基本統計調査、それから、毎月勤労統計調査、毎勤でございますが、それらを対象といた

しまして、比較・検討を行った結果が説明されました。雇用者の内訳については、雇用契

約期間、職場における呼称、労働時間の３つの側面から分類することができるのではない

かという説明がございました。更にこれについて、世帯を対象とした調査、これは労調と

就調です。そして、事業所を対象とした調査、これは残りの３つ、経済センサス、賃構、

毎勤です。これらを別に見ますと、今回審議の対象となっております労調と就調などの世

帯対象調査におきましては、「従業上の地位」は全く同じか、もしくは非常に類似してい

ますので、十分に比較が可能であるということでございます。 

一方、世帯を対象とした調査と事業所を対象とした調査には違いがあり、特に事業所対

象調査で使用されている用語、特に労働基準法などの法律で使われているという用語を使

っているという背景があるということなどの制約から、用語を直ちに統一することは難し

い状況であるという説明がございました。 

次に、非正規雇用の実態を的確に把握するための関係統計を整備するということについ

てでございます。厚生労働省から、基本計画や統計委員会の指摘を踏まえ、雇用構造調査

について、非正規雇用の実態を毎年継続的に調査するということについて検討をしている

という御報告がありまして、現段階の検討状況について説明がありました。この雇用構造

調査は事業所を対象とする調査であり、その中で男女別、雇用期間の定めの有無の別、一

般労働者、短時間労働者別の常用労働者数を把握する予定ということでございます。臨時

労働者、これは日雇いですが、これについては今後検討を予定しております。 

最後に、今後の予定でございますが、今後は来年１月 10 日の第４回の部会におきまし

て、基幹統計の指定の変更、名称の変更について審議を再度行うとともに、答申案を取り

まとめる予定をしております。 

長くなりましたが、以上が労調及び就調に係る第２回及び第３回の人口・社会統計部会

の審議結果の概要です。 

○樋口委員長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの御報告について、

御質問はいかがでしょうか。 

そうしましたら私から、今、最後に御指摘いただいた、他の統計との関係についての「従

業上の地位」について御質問させていただきたいのですが、基本計画の中で、平成 23 年度

までに結論を得るというふうになっておりますので、来年の３月までに結論を出す。それ

で、そこで何か法律の縛りによって統一することは難しいというような御指摘があったよ

うに思うのですけれども、今、法律改正をちょうど進めているところで、パート労働法、

有期契約に関する労働法の改正、あるいは新設か改正かわかりませんが、派遣法、更には

非正規ビジョン研究会等々でやっていて、ここのところを逆にはっきりさせようというよ

うな動きがあるように私は思えるのですが、それが統一的に難しいというのはどういうこ
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となのかをちょっと御説明いただけますか。 

○津谷委員 まず私がもう少し詳しく御説明させていただきまして、さらにその状況につ

いて担当の部署からお願いいたします。 

先ほどの用語を直ちに統一することが難しいと申しましたことですが、労調、就調、経

済センサスでは雇用者という用語が使われておりまして、これはいろいろな白書などでも

用いられています。ですので、広く定着しているのではないかということです。 

ただ一方、賃構と毎勤ですけれども、これは労働基準法の第９条で規定されている法令

用語である労働者という用語を使っています。これは一つの例で、まだ他にもあるのかも

しれませんが、こういう法令的な背景があるので、直ちに統一するのは難しいという見解

が担当部局である総務省の方から示されていたかと思います。ただ、委員長から御指摘の

ありますように、これは法令自体が変更され、できる限り法令上の用語は統一して、「従

業上の地位」についても政府統計の中で統一して使っていくということでございますので、

これについても今後検討して、平成 23 年までに答申を出すということですので、その方向

でやっていきたいと私個人では思っております。担当の総務省、そしてそのほかの部局、

どうぞ御説明をお願いいたします。 

○樋口委員長 それでは、お願いします。 

○高田統計審査官 統計審査官の高田でございます。 

この部分は私が担当させていただいたのですけれども、先ほど部会長からお話しいただ

きました法律による制約があるというのは、まさに部会長がおっしゃったとおり、用語に

ついて雇用者という一般的に使われている用語もあり、一方、法律では労働基準法で労働

者という言葉を使っているというところで、なかなか統一できないという話もございます。 

もう一個、実はこの部会の場で御説明いたしましたのは短時間労働者の定義についてで

ございますけれども、多分、今、委員長が御指摘になったのもそこだと思いますが、パー

トタイム労働法というものがございまして、そこで短時間労働者について定義を設けてい

る。簡単に申し上げますと、事業所における一般の労働者よりも労働時間が短い方を短時

間労働者というふうに定義しておられまして、それに対してどういう法的な措置を取って

いくかということが行われている。 

一方、それを統計調査全てに適用できるかといいますと、なかなか労働力調査や就業構

造基本調査の世帯対象の調査でございますと、あなたはその事業所で働いているほかの人

の一般の人と比べて労働時間が長いか短いかと聞いても、自分のことはわかっても同じ事

業所に勤めている方の平均的なところはわからないという答えになるかと思います。そう

いうところで、法律でそういう定義はあるにしても、実際の調査でなかなかそういう調査

はできないのではないかというところがございます。法律の定義を実際に調査にあてはめ

たときにどこまで概念が合わせられるかという問題がございますので、もちろん、委員長

御指摘のとおり、我々とこの「従業上の地位」について統計基準化できるかというものを

今年度は検討を続けてまいりまして、その中で御指摘の部分も踏まえて検討してまいりま
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すけれども、先ほど部会長からお話がございました法律の制約もありというものにつきま

しては、法律上の定義をどこまで統計調査により調べられるかというものにつきまして一

定の限界があるということで申し上げたものでございます。 

以上です。 

○樋口委員長 厚生労働省、どうですか。 

○説明者 やはり私どもとしては、労働基準法に書かれてある労働者という言葉を使って

統計調査をずっとやってきておりますので、私どもとしては労働者という用語を使いたい

と思っているところでございます。 

それから、短時間労働者の定義の関係でございますけれども、これはいわゆるパートタ

イム労働法の中でも短時間労働者という形で通常の労働者よりは所定労働時間が短い方と

いう定義で使われておりますので、専ら事業所系の調査としてはそちらを使っているとい

うのが現状でございます。 

○樋口委員長 私がよく労調を理解していないのかもしれませんが、この調査票の中でパ

ート雇用者というものはどこに出てくるのですか。 

 どうぞ。 

○高田統計審査官 雇用者という言葉につきましては、調査票の中では具体的には使われ

ておりませんが、これは統計表にしたときの表章として雇用者という言葉を使っていると

いうことでございます。 

○樋口委員長 それはもちろんそうですが、今の呼称といいますか、「従業上の地位」の

ところに関しては、それがあるから統一できないというのはどういう意味なのかというの

がよくわかっていないです。 

 どうぞ。 

○高田統計審査官 その雇用者という言葉を統一できるかどうかということでございます

けれども。 

○樋口委員長 いや、短時間労働者です。 

○高田統計審査官 短時間労働者につきましては、そもそも実は名前の付け方というより

概念が違っているということでございます。賃構とか毎勤でお使いになっているのは、先

ほど厚生労働省の方からお話のございました短時間労働者の定義、その事業所で働いてい

る一般の労働者よりも短い時間ということで捉えられている。一方、労働力調査について

はそういう調査をやってございませんで、実際労働力調査では１週間何時間仕事をしたか

というものを調査してございます。お手元にある調査票の案でございますと。 

○樋口委員長 いや、それは十分承知していますが、だから統一できないというのが逆に

理解できないということです。短時間労働者といえば、それはこちらが考えるわけであっ

て、短時間労働者とか短時間雇用者という言葉は調査票には出てこないわけですね。です

から、逆に統一しておけばいいのではないんでしょうかということです。 

○高田統計審査官 パートタイム労働法で言う短時間労働者に該当するかどうかは、労働
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力調査で調査できるかということかと思いますけれども、実際にその方が自分で、例えば

週 30 時間働いたというのは調査できるわけでございますが、その人が自分が働いている事

業所のほかの一般の人と比べて、自分は長かったか、短かったかというものはなかなかわ

からないであろうという趣旨で申し上げたものでございます。 

○樋口委員長 どうぞ。 

○津谷委員 申し訳ございません、ちょっと間に入らせていただきます。 

 委員長が御指摘になっていることは、調査票で雇用者、労働者という用語を使っている

わけではなく、従業上の地位もそうですが、職場における呼称もそうですし、就業時間も

そうですが、表章をする際、つまり報告書を出す際に雇用者と労働者という用語が違って

使われているということだと思います。先ほどの御説明にありますように、定義を合わせ

ていくということは、例えば短時間労働者をどうするのかということはあるにしても、こ

れは要は政府側の、つまり集計をして報告書を出す側の問題であり、その際に関係府省、

関係部局の間できちんと調整ができて、合意ができれば、同じ用語を政府統計に使ってい

くことができる。そうすれば混乱が少なくなるから、そうすればよいのではないかという

御指摘でございますね。 

○樋口委員長 そうです。もともと労調は月末１週間の労働時間であって、それがたまた

ま有給休暇が入っていたりすると短くなるわけですね。ですから、それを逆にパート労働

者と言ってしまうと問題があるということだと思うんです。 

○高田統計審査官 概念が違うので、そこはもうそれで。 

○樋口委員長 ですから、それはそう呼ばないようにしないと、それが短時間労働者です

というふうになってしまうと逆に問題が起こるでしょうということだと思います。 

○高田統計審査官 用語の使い方については、我々も今後注意してまいりますけれども、

労働力調査ではそのような紛らわしい単語は使っておりません。それだけは申し上げてお

きます。 

○樋口委員長 どうぞ。 

○川本委員 要するに、役所の担当者の方が慣れている言葉をずっと使っていたいという

こと以外に意味がよくわからなかったのですけれども、逆に言いますと、これを統一する

ということを禁止する、できないような法律とか、そういうものがありますか。 

○高田統計審査官 禁止ということではございませんけれども、使い慣れたと言いますと

ちょっとネガティブなイメージになってしまいますが、やはりその統計で今までずっと使

ってきた言葉を、中身も変わらないのに言葉を変えていいものかという話がございますし、

やはり法律で定められている労働者とか、短時間労働者というものにつきまして、これは

この数字ですということで、例えば先ほど申し上げたパートタイム労働法におけるパート

タイム労働者はこの数字であるということで言葉を統一しているということかと理解して

ございます。 

○樋口委員長 安部委員、どうぞ。 
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○安部委員 お話を伺っている限りにおいては、事業所においてはその事業所の一般的な

労働時間の長さがあって、その長さとの比較で短時間というものを定義する。それで、こ

れは事業所によるわけですから、事業所調査では非常にやりやすいけれども、世帯調査に

なりますと答える人がわかっているかどうかという問題も含めていろいろあるからちょっ

と難しいということですね。私がそれを全部把握しているかどうかわからないのですが、

このような部会で配付された資料で議論されるのも一つなのですが、例えば小売業などで

労働時間が短い人が非常に多いというようなところにおいて、どちらで定義するのかでこ

んなに違いが出るというようなことが、実際問題として存在するというようなことを見せ

ていただくとわかりやすいのかなと思うのです。そうではなくて、パートが７割を超える

ような事業所であっても、実はどちらで見ても変わらないのだということであれば、そう

いうものだと理解できるのだと思うのですが、その点は可能でしょうか。 

○樋口委員長 どうぞ。 

○高田統計審査官 御指摘のようなことも踏まえて検討してまいりたいと思いますけれど

も、やはりそこは厚生労働省で把握なさる短時間労働者と、労働力調査のようなもので調

査しております実際に働いた時間というものは、かなり差はあると思います。現状で差が

あるので言葉を変えているということでございます。 

○樋口委員長 言葉を変えているというのは、どういう言葉を使っていらっしゃるのです

か。 

○高田統計審査官 失礼しました、言葉を変えているというより、労働力調査ではそのよ

うな短時間労働者という言葉を使わずに、実際、月末１週間で働いた時間、例えば 25 時間

とか 30 時間とか、そういうところで切った表章をしているということでございます。 

○樋口委員長 ですから、労調では逆に短時間労働者とか短時間雇用者というものは一切

使っていないと私は理解しているのですが、月末１週間の労働時間の長さで区分していま

すというだけであって、ですから、それはちょっと別の話のように思うのです。 

○津谷委員 済みません、今回のこの審議の対象になって諮問されておりますのは労調と

就調という世帯を対象とした、つまりレイバーサプライ側の調査でございまして、御指摘

がありましたものですから、代表的な就業関係、雇用関係、労働力関係の調査について総

務省に調べていただき、その結果を御報告いただいたものです。ただ、特に先ほどの委員

の先生からも御指摘のあった賃構と毎勤、これは厚生労働省の調査も事業所の調査ですけ

れども、基幹統計調査である事業所調査が検討対象として上がってきたときに、ここで御

指摘をいただいた事柄の集計はできるのかということも含めてきちんと検討していただい

て審議を行いたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

○樋口委員長 厚生労働省、どうぞ。 

○伊澤厚生労働省統計情報部長 今、いろいろ御意見があったところでございますので、

そういう形で今後も議論していただくことになると思いますし、我々は決して統計でそれ

ぞれ用語がばらばらであるとか、そういったことがいいというふうに思っているわけでは
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ございません。ただ、検討していただく際に皆さん方にもよく念頭に置いていただきたい

なと思っておりますのは多分２つあって、１つはやはり厚生労働省でやっている調査はも

ともと労働基準法なり労働法の実態を把握するというところから発展してこれまで実施し

てきているものであるという意味で、それぞれ厚生労働省の政策と結び付いている面があ

る。したがいまして、仮に、例えば労働者という言葉を雇用者ということに変える際に支

障がないかどうかというのはよく検討させていただく必要があると思っております。 

 もう一点は、これは先ほど出ておりますように、世帯対象の調査か、事業所対象の調査

かというところでやはり若干違っているところがありまして、特に事業所対象の調査とい

うことになりますと、答えるのは主に事業所における人事担当者ということになるわけで

すが、人事担当者というものはやはり労働基準法とか労働関係の法令の方に詳しい方が多

い。そうしますと、雇用者という名称ではなくて、労働者という名称に非常に慣れ親しん

でいる。そういう方たちに雇用者という形で聞きますと、例えば労働基準法上の労働者と

いう概念は彼らはよく知っているのですが、雇用者は何か違うのかとか、そういう混乱を

招く可能性があるのではないかということもございまして、その辺も含めて今後の議論を

させていただければと思っておりますので、どうかよろしくお願いいたします。 

○樋口委員長 ほかにどうでしょうか。 

 労調自身でも、雇用者というのは調査では使っていないのですね。 

○高田統計審査官 そうですね。雇用者という言い方は特に調査票では使っていなかった

と思います。 

○樋口委員長 よろしいですか。 

 それでは、引き続き津谷委員、大変だと思いますが、よろしく御審議いただきたいと思

います。 

 次に、サービス統計・企業統計部会に付議されています小売物価統計調査、全国物価統

計調査の審議状況につきまして、廣松部会長から御説明・御報告をお願いいたします。 

○廣松委員 それでは、諮問第 41 号「小売物価統計調査の変更及び全国物価統計調査の中

止並びに小売物価統計の指定の変更及び全国物価統計の指定の解除について」でございま

すが、11 月 18 日に開催されました統計委員会での諮問以降、11 月 24 日と 12 月８日の２

回、部会を開催し、審議を行いました。その概要について報告をさせていただきます。お

手元の資料では、右上に「資料５」と書いてあるものでございます。 

 まず、11 月 24 日に行いました１回目の部会の概要でございますが、そこでは調査実施

者から小売物価統計調査及び全国物価統計調査に係る前回の答申における今後の課題への

対応状況について、説明がございました。 

 小売物価統計調査につきましては、昨年、平成 22 年諮問答申が行われており、調査品目

の選定基準、例えば家計の消費支出総額の１万分の１以上などの基準でございますが、そ

の検証及び消費者物価指数の単独での基幹統計化の是非に係る検討という２つの課題が挙

げられておりました。これらにつきましては、調査実施者から現在検証及び検討を進めて
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いる。今後、更にそれを進めていきたいという説明があり、今後も引き続き課題というふ

うに位置づけました。 

 また、全国物価統計調査につきましては、直近では平成 19 年に実施されております。そ

の前年の平成 18 年に諮問答申が行われており、全国物価統計調査の結果に基づく小売物価

統計調査における店舗の選定方法の妥当性の検証、それから、特売価格や休日価格の把握

の必要性の検証、更には通信販売価格、あるいは割引・特典サービスの実施状況等の結果

を踏まえた調査方法等の検討が課題になっております。 

 これらにつきましては、調査実施部局の方から、最初に店舗の選定方法の妥当性につい

ては、今回の見直し計画において検証していく予定であること。２つ目の特売価格、通信

販売価格、割引特典サービスの実施状況等につきましては、今後調査方法等の検討を行う

予定であること。３番目といたしまして、休日価格については、これまでの全国物価統計

調査の結果から、その実態についてはある程度解明ができているという説明がございまし

た。 

 以上がそれぞれ、小売物価統計調査及び全国物価統計調査の前回の答申の中で挙げられ

た課題に対する対応状況でございます。 

 その後、今回の変更内容について審議を行い、全国物価統計調査の主要な調査内容を小

売物価統計調査に盛り込み、小売物価統計調査を充実させて、全国物価統計調査を中止し、

小売物価統計の名称は変更しないという基本方針は了承されました。お手元の資料の６ペ

ージ目にＡ３判の資料が添付されておりますが、今回の変更内容はそこに図示されている

とおりでございます。 

 この基本方針が了承された後、調査計画に係る具体的な変更内容について審議を行い、

地域別価格、店舗形態別価格、銘柄別価格及び通信販売価格の把握のための調査について

審議を行い、いずれの調査も特段の異論はなく、おおむね了承されました。ただし、次回

の部会までに各委員・専門委員から提出していただく意見及び当日の審議において出され

ました意見等を踏まえて、更に審議をした上で最終的な結論を出すことにいたしました。 

 以下、そのときの審議において委員等から出されました意見のうち、今後の課題に関す

るものを中心に紹介させていただきます。今、６ページの変更の概要を御覧いただいてい

ると思いますが、それを併せて御覧ください。 

 まず、アといたしまして地域別価格調査については、隔月調査でありますが、奇数月の

みで年平均を作成しても問題ないかという意見が出されました。 

 更に、イとして店舗形態別価格調査については、上から２つ目でございますけれども、

調査品目が 141 品目から９品目に大幅に減少いたします。したがって、調査品目のローテ

ーションを検討すべきではないかという意見が出されました。更には、商業統計調査との

マッチング等によって、供給側からも小売価格を分析できるようにしておくべきではない

かという意見も出されました。 

 ウとして、今度は銘柄別価格調査についてですが、これも店舗形態別価格調査と同様に、
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調査品目が 77 品目から９品目に大幅に減少いたします。したがって、やはり調査品目のロ

ーテーションを検討すべきではないかという御意見がございました。 

 更にエとして、通信販売価格調査については、今回やめるという計画でございますが、

今後通信販売価格の把握を検討する必要があるのではないかという御意見もございました。 

 以上が、11 月 24 日に行われました第１回目の部会の結果の概要でございます。 

 続きまして、12 月８日に行いました２回目の部会審議の結果の概要でございます。 

 今、御説明いたしました１回目の部会で出されました意見等について改めて審議を行い

ましたが、特段の異論はございませんでした。 

 最後に、答申案について審議いたしました結果、幾つか御意見をいただきましたが、表

現についての修正を前提に、答申案は部会として採択されました。 

 なお、その修正に関しましては、部会長である私の方に一任をいただいております。 

 答申案の結論を要約いたしますと、６ページの下の表にまとめてある通りでございます。 

 今回、創設する「構造編」につきましては、右上の従来の「全国物価統計調査」と比べ

ると、調査地域や調査対象店舗、調査品目が少なくなっております。その結果、物価の構

造統計に関する多くの統計表の作成が不可能になります。ただ、今回の計画は、限られた

統計リソースの中で統計利用者のニーズを踏まえて、下の「構造編」にございますとおり、

地域別価格差、店舗形態別価格、銘柄別価格の作成周期をこれまでの５年から１年に短縮

させるものであり、全国物価統計調査の結果の現状の利用状況を勘案すると、全体として

適当であるというものでございます。 

 以下、審議において途中で委員から出された意見のうち、今後の課題に関するものを紹

介させていただきます。 

 お戻りいただいて、４ページの結果概要の資料でございます。 

 上から２つ目、今後事業所母集団データベース、いわゆるビジネスレジスターの整備等

により、商業統計とのマッチングが実現すれば、小売物価統計調査の代替となる多くの統

計表を作成できるという御意見がございました。 

 上から３つ目、通信販売につきまして、その市場規模は小さくても、通信販売の価格が

価格の決定要因として重要な場合もあるので、検討に当たっては、今後十分留意してほし

いという御意見がございました。 

 上から４つ目、今回の変更により、店舗や銘柄を変更した場合に、消費者物価指数がど

の程度変化するのかを試算することも可能になる。そうすると、中長期的な課題として消

費者物価指数の分散あるいはもっと大きく分布を求めて、公表することを検討してほしい

という御意見もございました。 

 上から５つ目、全国チェーンのスーパーであっても、品目について全国統一価格にする

ところもあれば、地域によって差を付けるところもある。そこも十分留意する必要がある

のではないかという御意見等がございました。 

 答申案につきましては、いただいた御意見を踏まえて修正し、委員、専門委員の皆さん
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に御確認をいただいた上で、来年の１月 20 日の統計委員会において報告をする予定でござ

います。 

 とりあえず、サービス統計・企業統計部会における小売物価統計調査及び全国物価統計

調査に関する議論は以上でございます。 

○樋口委員長 ありがとうございます。 

 それでは、ただいまの報告につきまして、御質問があったらお願いいたします。 

 深尾委員、どうぞ。 

○深尾委員長代理 今回、全国物価統計調査をなくすことで、先ほどの御指摘にもあった

ように、地域間の価格差についてはかなり情報が減ると考えられるわけですが、例えば地

域間の豊かさの比較とか、実質賃金の問題とか、日本の地域間の構造的なことを考えると

きには、今まで一番ベーシックな統計であったものであって、ちょうど小売物価統計が国

連とか世銀に報告されて、ICP、国際比較プロジェクトの基礎データになっていると思うの

ですけれども、ここで提案されていることというのは、ちょうど ICP を大幅に縮小するよ

うなことを日本の国内についてやることに当たっていると思います。ICP を縮小するとい

うことを提案したら世界じゅうの国際経済学者が大騒ぎになると思うんですけれども、残

念ながら、日本の地域経済学者というのはそれほどたくさんいなくて、私も関心があって

研究をしているんですけれども、そういう研究を活発にはしてこなかったので、余り影響

はないという先ほどの御意見になっているのかと思います。 

 例えば調査を減らすことでどれぐらい結果が変わってくるか。昔、詳しく調べているの

であれば、昔の調査で集計することで、地域間の物価の格差の指標がどれぐらい変化する

かとか、少なくとも地域間格差についてどういうバイアスが生じるのかの評価は、是非ど

こかでしておく必要があるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○樋口委員長 今のと私も関連する質問ですが、全国物価統計調査の結果の利用状況で、

主な行政施策上というところで、生活保護費の地域調整の基礎資料としてこれを使ってい

るというのが出ております。あるいは企業などでも違うのでしょうか。地域手当の基礎資

料として。これは、なくなったときに行政当局が困らないのかなと。 

 どうぞ。 

○説明者 実施部局でございます。 

 その点について、事務的に各省庁に確認をしておりまして、問題ないという御回答をい

ただいております。 

 例えば生活保護のお話がございましたけれども、メインで全国消費実態調査の方が使わ

れていて、サブとして物価の方を使っているということのものですから、そういう意味で

は、大きな支障はないということでございます。 

○樋口委員長 研究者が研究する上で、実質生活費の問題として、物価と消費支出額と両

方使うのですね。そうしないとできないもので、そのときに大丈夫なのかなとまさに思う

のですがね。 
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○廣松委員 詳細は、実施部局の方から補足していただければいいと思いますが、確かに

御指摘のとおり、調査地域、店舗等が大変少なくなることは事実です。 

 ただ、それを毎年公表するということにしておりまして、現状の全国物価統計調査は５

年なものですから、現在だと直近のものは平成 19 年です。物価の動きを現在どう判断する

かということは重要であり、いろいろな施策に使われている物価統計について、１つは速

報性というか、１年ごとに出すということに意味があると思います。おっしゃるとおり、

それを変えたときの効果がどういうものかということに関しては、やはり十分詰める必要

があると思います。その点、実施部局の方でお答えいただければと思います。 

○説明者 今後の結果の検証については、今後のものは今ないものですから、当然出た後

になりますが、それは実施していきたいと思います。 

 ただ、我々が計画した段階で思っておりますのは、これまで５年に一度でしたので、地

点数は多かったのですけれども、地点数が減るからに今後、隔月ですが、毎回毎回のデー

タが継続的に取れてくるということで、安定性、継続性という面からの精度向上というこ

とも期待できるかと思っておりまして、どちらがより使いやすい結果になるかということ

は、プラスの面も大きいのではないかと考えております。 

○樋口委員長 どうぞ。 

○深尾委員 確かに時系列面で把握が厚くなるのは結構なことだと思うのですけれども、

例えば ICP だってたしか５年に１回でやっていて、それでも非常に大事で、先ほども言い

ましたけれども、過去については広い地域をカバーしているのだとしたら、地域が粗くな

ったときに、どれぐらい格差に関する指標が変わったかというのは、それは過去のことだ

から今でもできると思うのですけれども、是非検証していただければと思いますが、いか

がでしょうか。 

○説明者 御指摘のことは見てみたいと思いますけれども、ただ、過去のものを我々が見

たところで思っていたのは、５年に一度の調査なものですから、どうしても１回１回が新

規調査みたいな形で、結構独立した面も大きくて、価格というのは生き物でございまして、

ある一時点で調べたものというのはいろんな要因が入ってくるものですから、地域の差を

示す要因もあれば、地域的な要因と思える部分、分析にとってはノイズになるようなもの

も入ってきてしまうものですから、結構１回１回別の傾向もあるものですから、そういっ

たものをなくすことに今回１つの主眼があったと御理解いただければと思います。 

○廣松委員 同時に、資料５の６ページ目のＡ３の資料ですが、特に今、話題になってお

ります地域別価格差につきましては、動向編で、これは現状の小売物価統計調査ですが、1

67 市町村以外に、今度各都道府県の人口の大体 50％カバーできるように対象を増やす予定

でおります。確かに現状の全国物価統計調査に比べると、かなり規模は縮小いたしますが、

それぞれの各都道府県の人口50％はカバーできるような形で市町村レベルで抽出をした上

で、地域価格差を調べるという計画にしております。 

 その意味で、確かに大幅に減るということに関するマイナス面をどうカバーしていくか
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ということに関しては、いろいろ工夫を凝らしていると御理解いただければ幸いでござい

ます。 

○樋口委員長 安部委員、どうぞ。 

○安部委員 私も深尾委員の意見に非常に賛成するのですけれども、過去の調査から今回

のサンプリングの方法でサンプルを取って、それを何回もやって、それで結果として出て

きた指標の分散なり何なりを見れば、どのぐらいぶれるかというのは、過去のデータから

わかるのではないかと。これはそんなに複雑な作業ではないと思うのですが、それを見せ

ていただくことは可能でしょうか。 

○説明者 今、手元にないものですから、検討させていただきたいと思います。 

○樋口委員長 よろしいですか。 

 国家戦略会議の中で最賃と生活保護の逆転の問題というのがかなり議論されてきて、政

策的にも注目されているところだと思うのです。御存じのとおり、同じ県でも生活保護は

地域別に出していますので、それはどうなるのかなというのも、皆さんの関心事になって

いるかと思いますので、過去のデータでそれがこうなりますというのがわかれば、これも

また出してもらうということで御検討いただけたらと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

 今、廣松部会長を始め、サービス統計・企業統計部会の皆様、大変だろうと思いますが、

御審議のほど、よろしくお願いします。また、答申案のとりまとめにも御尽力いただきた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、その他の報告事項です。 

 参考３にございますように、統計委員会が軽微な事項と認める基幹統計調査の変更申請

につきましては、総務大臣による承認手続が終了した段階で、参考資料を配付することに

なっており、委員会への報告になっております。 

 この報告のうち、今般の東日本大震災の発生に伴う震災に関連した事案につきまして、

委員会において概要を報告していただくよう、特にお願いしてきたところでございます。

今回、11 月承認分につきまして、１件該当が生じていると聞いておりますので、その点、

総務省政策統括官室から報告をお願いいたします。 

○中川統計審査官 それでは、説明させていただきます。参考３を御覧ください。 

 一番上の経済センサス－活動調査ですが、平成 24 年２月１日現在の調査を予定しており

ます。 

 承認事項の変更のところですが、まず１点、調査対象の地域的範囲から福島第一原発事

故に係る警戒区域及び計画的避難区域を除外する。警戒区域といいますのは、福島第一原

発から半径２キロ以内の立入禁止区域。それから、計画的避難区域というのは、住民等に

おおむね１か月をめどに計画的に避難を求める区域でして、結局、調査員とか郵便局員の

立ち入りが法令上の規制により不可能になっているということで、この地域については調

査ができないということで除外するというのが１点目です。 
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 ２番目が、市町村による調査員調査を予定していた単独事業所及び新設事業所のうち、

震災に伴う津波等で甚大な被害を受け、調査員調査の実施体制を確保できない岩手県、宮

城県及び福島県の一部市町村については、総務省統計局による郵送調査に変更するという

のが２点目です。 

 １点目の警戒区域及び計画的避難区域ですが、平成 23 年 11 月１日現在という整理をし

ております。仮に調査までに、その計画区域が拡大することになると、当然、調査もでき

ません。逆に、縮小になったらどうするか。解除になったらどうするかという問題が１つ

あると思いますが、その点につきましては、調査の実施体制との問題がありますので、一

応慎重に検討した上で判断をしたいと実施庁からは聞いています。 

 以上です。 

○樋口委員長 実施府省、何かあります。 

○説明者 特段ございません。 

○樋口委員長 それでは、今の点につきまして、報告ということでございますが、御質問

がございましたら、お願いします。 

 よろしければ、この後も震災に関連した公的統計の状況につきまして、今しばらく御報

告のほどお願いしたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 もう一点、総務省政策統括官室から連絡事項がございます。 

○総務省政策統括官付統計企画管理官 次の資料、参考４を御覧いただきたいと思います。 

 この資料について御説明いたします。下の（注）に書いてございますが、統計法第 26

条という規定がございまして、この中で加工統計、つまり統計調査以外の方法でつくられ

る統計ですが、その中の基幹統計につきましては、作成方法をあらかじめ総務大臣に通知

するとされています。また、それに問題があったら統計委員会に諮問する仕組みになって

おりまして、作成方法を変更しようとするときも同様、このような仕組みがございます。 

 このような仕組みの中で、先般公表されました国民経済計算につきましては、策定方法

の変更がございましたので、総務大臣に通知がありました。この資料は、その通知の内容

をまとめたものでございます。 

 以上です。 

○樋口委員長 今回、統計法第 26 条に基づき、作成方法の変更に関する通知が SNA につい

てございました。昨年の統計法施行状況報告の審議において、意見を提示し、また、本年

の審議におきましてもフォローアップしていくような統計ですので、今回の変更の内容に

つきまして、概要の説明を内閣府経済社会総合研究所からお願いいたします。 

○説明者 それでは、説明させていただきます。今回の作成方法の変更でございますけれ

ども、５月 20 日の統計委員会での御答申を踏まえまして、11 月 18 日公示をいたしました、

作成基準の変更に係る変更が中心でございまして、比較的大きな変更となっておりますが、

併せて、この作成基準の変更とは直接かかわらない事項につきましても変更を行ったとこ

ろでございます。 
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 お手元の参考４に資料が３つほどございます。３番目の作成方法の本体でございますけ

れども、80 ページ以上の大部な資料でございますので、２番目の変更の概要といった資料

を見ていただきながら、説明をお聞きいただければと思います。 

 この資料でございますけれども、大きく２つに分けてございまして、１つ目の塊は、先

ほど申し上げたとおり作成基準の変更に係る変更でございます。 

 もう一つは、２番目といたしまして、作成基準の変更に直接かかわらない変更について、

主なものを列記させていただいております。 

 まず、１つ目の塊でございますけれども、作成基準の変更に係る作成方法の変更でござ

いますが、御案内のとおり、作成基準の変更につきましては、統計委員会におきまして御

審議をいただいた結果、４か所の変更を行うこととなりました。 

 資料をおめくりいただきまして、３ページ目以降で参考として変更後の国民経済計算の

作成基準を添付させていただいております。その中で、これら４か所の変更点につきまし

ては、アンダーライン付きの赤字で示してございます。具体的に申し上げます。作成基準

そのもののページ数で大変恐縮でございますが、作成基準独自のページ数で４ページ目で

ございます。「（１）経常的取引に関する勘定」の箇所に記載しておりますけれども、間

接的に計測される金融仲介サービス、いわゆる FISIM の導入に伴う変更が１点でございま

す。 

 ６ページ目の「（２）資産や負債の蓄積の関する勘定」の箇所に記載いたしました、自

社開発ソフトウェアを固定資本形成として計上することに伴う変更。 

 ２ページ目に戻っていただきまして上の方でございますが、制度部門別分類の箇所に記

載いたしました、公的部門分類基準を見直すことに伴う変更でございます。 

 最後に７ページ目ということで、前後して恐縮ですけれども、大きな６番目の「作成方

法の原則等」のところに掲げてございますけれども、有形固定資本ストックの推計方法の

精緻化等に伴う変更。 

 この４か所でございます。これが作成基準の変更に伴い作成方法におきましても、年次

推計や四半期推計の該当箇所において利用する基礎統計や推計方法の概要などについて必

要な加筆修正を行ったところでございます。 

 大変恐縮ですが、また１ページにお戻りいただきまして、まず「（１）間接的に計測さ

れる金融仲介サービス（FISIM）の導入」でございますが、年次推計につきましては本体の

８ページ、四半期推計につきましては本体の 73 ページにそれぞれ記載してございますけれ

ども、FISIM の計算式、あるいは推計に必要となる基礎統計等につきまして記載をしてご

ざいます。 

 また、四半期推計におきましては、利用可能な情報に制約があることから、年次推計を

利用した延長推計の方法などについて記載をしているところでございます。 

 次に「（２）自社開発ソフトウェアの固定資本形成への計上」についてでございますが、

年次推計につきましては本体の９ページ、四半期推計につきましては本体の 77 ページにそ
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れぞれ記載しているところでございますが、人件費等の投入コストにより推計を行うこと。

あるいは四半期推計につきましては、利用可能な情報に制約があることから、年次推計で

得られた推計値をリスマン・サンデー法により四半期に分割し、延長推計を行うことを記

載してございます。 

 「（３）公的、民間等の区分に関する分類基準の見直し」についてでございます。これ

は、本体の 17 ページでございますけれども、国際基準に基づいた金融機関か非金融機関か

の基準、市場性の有無に関する基準及び政府の所有による支配またはその他の根拠による

支配に関する基準を記載してございます。 

 「（４）有形固定資本ストックの推計方法の精緻化、及び固定資本減耗への時価評価の

導入」についてでございますが、ストック推計と固定資本減耗推計が一体的に行われるこ

とから、60～61 ページにかけてなどにおきまして、固定資本について再分化された資産別

及び制度部門別、経済活動別の資本マトリックスを作成すること。これを基に恒久棚卸し

法によりストックを推計すること。その際の減価償却の方法について、社会資本も含めて、

すべての財に定率法を適用すること。更には、そうして求められた固定資本減耗を時価で

評価することなどを、一体的に記載しているところでございます。 

 次に、２つ目の大きな塊でございます。作成基準の変更に直接かかわらない変更として、

主なものを３つ掲げさせていただきました。 

 １つ目でございますけれども「育成資産の仕掛品在庫の推計方法の見直し」についてで

ございます。本件につきましては、統計委員会でも御審議いただき、作成基準の変更は要

しないということになったものでございますが、従来の推計方法から、実現在庫法を用い

た推計方法に改めることとなったことを踏まえまして、年次推計については10・28ページ、

四半期推計については 78 ページにその旨を記載しているところでございます。また、四半

期推計については、利用可能な情報に制約があることから、年次推計で得られた推計値を

延長して推計することを記載しているところでございます。 

 ２ページ目「（２）金融勘定における推計方法の見直し」についてでございます。本体

の 53～54 ページにかけて、及び 58 ページにおきまして、金融資産・負債の中の「政府預

金」あるいは「その他」といった項目について、基礎資料となっている「資金循環統計」

での取扱いをも踏まえて精緻化して推計することを記載しているところでございます。 

 最後に「（３）出荷系列等への比例デントン法の導入」についてでございます。基本計

画に掲げられた年次推計の四半期分割方法に関する課題に対応した措置ということになり

ますが、コモディティ・フロー法による年次推計では暦年値が算出されるわけですけれど

も、この暦年値を速報時の四半期ごとの変動をできる限り保存しつつ、四半期係数に分割

するための方法として比例デントン法が存在するわけですけれども、70 ページなどでは、

速報値から確報値への改定幅を縮小させる観点から、この比例デントン法を本格的に導入

して推計することを記載しているところでございます。 

 以上、簡単ではございますが、今回の作成方法の変更の概要でございます。 
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○樋口委員長 ありがとうございました。 

 私も事前にお話を聞かせていただきまして、かなり大きな変更があったと思っておりま

すし、推計の結果を見ても成長率はほとんど変わってないようですが、水準がかなり変わ

ったということでありますので、皆さん気を付けて御覧いただければと思います。 

 国民経済計算の改善につきましては、引き続き本委員会が作成基準の変更の答申でお示

しした今後の課題等も踏まえ、着実な取組みをお願いしたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

 本日の議題は以上ですので、次回につきまして事務局からお願いします。 

○内閣府統計委員会担当室長 次回の日程は、１月 20 日ですけれども、時間が少し遅くな

りまして、17 時半から本日と同様にこの会議室で開催します。 

 議題につきまして、先ほどいろいろ御議論がありました小売物価統計調査、労働力調査、

就業構造基本調査の変更等の答申を予定しております。 

 詳細については、別途御連絡いたしますので、よろしくお願いいたします。 

○樋口委員長 以上をもちまして、第 52 回の「統計委員会」は終了いたします。ありがと

うございました。 

 


